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審議事項 

１ 開示請求の手数料 

  手数料は徴収しないこととして、コピー代等（郵送の場合は郵送費用も）の 

 額を徴収する旨を施行条例で規定する。 

２ 開示決定等の期限 

  保護法が規定する期限よりも短縮して、原則１４日以内、特例延長の場合の 

相当部分は４４日以内に決定する旨を施行条例で規定する。 

３ 行政機関等匿名加工情報の手数料 

  政令で規定する額を施行条例で規定する。 

４ 条例要配慮個人情報について 

  規定しない。 

５ 個人情報ファイル簿と個人情報取扱事務届出書 

  人数、期間に関わらず個人情報ファイル簿（単票）を作成し、このうち、本人の 

数が１０００人以上、１年以上保存するものは保護法に基づきホームページで公表 

する。また、これに満たない個人情報ファイル簿（単票）は従来通り閲覧に供する。   

６ 保護法の不開示部分と公開条例の不開示部分の整合性の確保

７ 審議会への諮問 

８ 運用状況の公表            

９ 存否応答拒否の審議会への報告 

今回の審議事項 
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【審議事項６】保護法の不開示部分と公開条例の不開示部分の整合性の確保（施行条例で

定めることができる事項）

主な相違点 札幌市の考え方 

○ 保護法と公開条例の整合的な運用を図るため、保護法では

条例に定めることにより、不開示情報の整合性を確保するこ

とできることとされている（保護法第７８条第２項）。 

 ＜不開示情報の整合性を確保する方法＞ 

 ・ 保護法の不開示情報を、施行条例により公開条例と同様

に開示にする方法 

 ・ 保護法の開示情報を、施行条例により公開条例と同様に

不開示にする方法 

 ・ 上記二つの施行条例による方法によるほか、公開条例を

保護法に合わせて改正する方法 

○ 保護法の不開示部分と公開条例の不開示部分の対照表は別紙１

のとおり 

○ 保護法の不開示部分と公開条例の不開示部分の整合性の確保の

考え方については別紙２のとおり 2
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【審議事項７】審議会への諮問（施行条例で定めることができる事項）

主な相違点 札幌市の考え方 

○ 保護条例（第７条第２項第９号ほか） 

①本人以外からの収集、②思想・信条・宗教等の情報の収集、

③目的外の利用・提供、④電子計算機処理の開始・変更、⑤電

子計算機の結合による提供 

○ 保護法（第１２９条） 

施行条例に規定する「個人情報の適正な取扱いを確保するた

め専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると

認めるとき」に限定。 

 → 上記①から⑤までについてこれまでのように類型的に審

議会に諮問することができなくなった。 

※ マイナンバー利用に係る特定個人情報保護評価書の第三者

点検（審議会条例第２条第１項第２号） 

 → これまでと同様に、審議会への諮問が必要

○ 「個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基

づく意見を聴くことが特に必要であると認めるとき（※）」に

諮問する旨を施行条例に規定（審議会条例の所掌事務も併せて

所要の改正を行う） 

※ 施行条例の実質的改正を行う場合等を想定 

〇 今後は、マイナンバー利用に係る特定個人情報保護評価書の

第三者点検が主な審議事項 
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【審議事項８、９】運用状況の公表/存否応答拒否の審議会への報告（施行条例で定める

ことができる事項）

主な相違点 札幌市の考え方 

【８ 運用状況の公表】 

○ 保護条例（第５２条） 

市長が年１回個人情報保護制度の運用状況を公表 

○ 保護法（第１６５条） 

国の個人情報保護委員会が全国の地方公共団体等へ運用状

況の報告を求め、公表 

○ 国の個人情報保護委員会への報告とは別に、市民への説明責

任を果たすため、これまでと同様に、市長が年１回運用状況を

公表（廃止する保護条例に代えて施行条例に規定）。 

○ 審議会への運用状況報告が条例に明記されていないため、施

行条例に「審議会に年１回運用状況報告を行う」旨を規定（公

開条例も併せて改正）。

【９ 存否応答拒否の審議会への報告】 

○ 保護条例（第１９条） 

存否応答拒否（※）をした場合は、直近の審議会に報告 

○ 保護法 

規定なし 

※ 存否応答拒否 

開示請求に対し、当該開示請求に係る個人情報が存在しているか否

かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときに、個人情報

の存否を明らかにしないで開示請求を拒否することをいう。

○ 上記の年１回の運用状況報告の中で、存否応答拒否の件数、

事案の概要等を報告する。
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保護法の不開示部分と公開条例の不開示部分の整合性の確保  別紙１  

保護法第 78 条第２項による読替後の同条第１項 公開条例第７条 施行条例の規定内容及び公開条例の改正内容 

※ 下線部が読替え部分 

（保有個人情報の開示義務） 

第七十八条 行政機関の長等は、開示請求があったときは、開示請求に

係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報（情報公開条例の規定によ

り開示することとされている情報として条例で定めるものを除く。）又

は行政機関情報公開法第五条に規定する不開示情報に準ずる情報であ

って情報公開条例において開示しないこととされているもののうち当

該情報公開条例との整合性を確保するために不開示とする必要がある

ものとして条例で定めるもの（以下この節において「不開示情報」とい

う。）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該

保有個人情報を開示しなければならない。 

一 開示請求者（第七十六条第二項の規定により代理人が本人に代わ

って開示請求をする場合にあっては、当該本人をいう。次号及び第

三号、次条第二項並びに第八十六条第一項において同じ。）の生命、

健康、生活又は財産を害するおそれがある情報 

二 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業

に関する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月

日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別するこ

とができるもの（他の情報と照合することにより、開示請求者以外

の特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）若し

くは個人識別符号が含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人

を識別することはできないが、開示することにより、開示請求者以

外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げ

る情報を除く。 

イ 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることがで

き、又は知ることが予定されている情報 

ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが

必要であると認められる情報 

（実施機関の公開義務） 

第７条 実施機関は、公開請求があったときは、公開請求に係る公文書に

次の各号に掲げる情報（以下「非公開情報」という。）のいずれかが記

録されている場合を除き、公開請求者に対し、当該公文書を公開しなけ

ればならない。 

（規定なし） 

(1) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除

く。）で特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合す

ることにより、特定の個人を識別することができることとなるものを

含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすること

により、なお、個人の権利利益を害するおそれがあると認められるも

の。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令若しくは他の条例の規定により又は慣行として公にされ、又

は公にすることが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが

必要であると認められる情報 

なし 

なし（個人情報開示請求特有の規定であるため） 

公開条例を保護法に合わせる。 

なし（保護法の「法令」には条例が含まれているため） 

なし 
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保護法の不開示部分と公開条例の不開示部分の整合性の確保  別紙１  

保護法第 78 条第２項による読替後の同条第１項 公開条例第７条 施行条例の規定内容及び公開条例の改正内容 

（第二号続き） 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二

十号）第二条第一項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法

第二条第四項に規定する行政執行法人の職員を除く。）、独立行政

法人等の職員、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）

第二条に規定する地方公務員及び地方独立行政法人の職員をい

う。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報

であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務

遂行の内容に係る部分 

※ 保護法の施行条例で公務員等の氏名を開示する旨規定する。

三 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独

立行政法人を除く。以下この号において「法人等」という。）に関す

る情報又は開示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情

報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財

産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報を

除く。 

イ 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上

の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの 

ロ 行政機関等の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供

されたものであって、法人等又は個人における通例として開示し

ないこととされているものその他の当該条件を付することが当該

情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められる

もの 

（第１号続き） 

ウ 公務員等（行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１

１年法律第４２号）第５条第１号ハに規定する公務員等をいう。）

の職務の遂行に係る情報（当該情報が当該公務員等の思想信条に係

るものである場合で、公にすることにより、当該公務員等の個人と

しての正当な権利を明らかに害すると認められるときは、当該公務

員等の職、氏名その他当該公務員等を識別することができることと

なる記述等の部分を除く。） 

(2) 法人その他の団体（国、独立行政法人等（独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第２条第１

項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、地方公共団体及び

地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又

は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるも

の。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にす

ることが必要であると認められる情報を除く。 

ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の

地位その他正当な利益を害すると認められるもの 

イ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供され

た情報であって、当該条件を付することが当該情報の性質、当時の

状況等に照らして合理的であると認められるもの 

①公開条例を保護法に合わせた上で、公開条例の括弧書きの例外

規定（青字部分）を削除する。 

②公開条例では引き続き氏名を開示する旨の規定を残し、保護法

の施行条例でも同様に氏名を開示する旨規定する。 

公開条例を保護法に合わせる。 

なし（「法人等又は個人における通例として開示しないこととされ

ているもの」は「当該条件を付することが当該情報の性質、当時の

状況等に照らして合理的であると認められるもの」の例示である

ため） 
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保護法の不開示部分と公開条例の不開示部分の整合性の確保  別紙１  

保護法第 78 条第２項による読替後の同条第１項 公開条例第７条 施行条例の規定内容及び公開条例の改正内容 

四 行政機関の長が第八十二条各項の決定（以下この節において「開

示決定等」という。）をする場合において、開示することにより、国

の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損

なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被る

おそれがあると当該行政機関の長が認めることにつき相当の理由が

ある情報 

五 行政機関の長又は地方公共団体の機関（都道府県の機関に限る。）

が開示決定等をする場合において、開示することにより、犯罪の予

防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序

の維持に支障を及ぼすおそれがあると当該行政機関の長又は地方公

共団体の機関が認めることにつき相当の理由がある情報 

六 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人

の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であっ

て、開示することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中

立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を生じさせ

るおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼす

おそれがあるもの 

※ 保護法の施行条例でも公開条例のただし書部分を規定する。

七 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人

が行う事務又は事業に関する情報であって、開示することにより、

次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は

事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

イ 独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が

開示決定等をする場合において、国の安全が害されるおそれ、他

国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若

しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ 

（規定なし） 

（規定なし） 

(4) 市並びに国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方独立行政

法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であ

って、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。

ア 不服申立ての審査、あっせん、調停その他これらに類する紛争処

理に関する情報であって、公にすることにより、意思決定の中立性

が不当に損なわれると認められるもの 

イ 公にすることにより、特定の者に不当に利益を与え、又は不当に

不利益を及ぼすと認められるもの 

(5) 市又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行

政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、次に掲げるもの。

（規定なし） 

なし（国が開示決定等をする際の不開示情報であるため） 

なし（国又は都道府県が開示決定等をする際の不開示情報である

ため） 

①保護法に合わせて、 保護法の「不当に国民の間に混乱を生じさ

せるおそれ」（赤字部分）を加え、 公開条例の不開示情報である

「意思決定の中立性が不当に損なわれると認められるもの」を紛

争処理に関する情報に限定しない。 

②公開条例の開示部分（ただし書（青字部分））を維持し、保護法

の施行条例でも同様に規定する。 

次ページ参照 

保護法に合わせて公開条例にも同様の規定を新設する。 
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保護法の不開示部分と公開条例の不開示部分の整合性の確保  別紙１  

保護法第 78 条第２項による読替後の同条第１項 公開条例第７条 施行条例の規定内容及び公開条例の改正内容 

（第七号続き） 

ロ 独立行政法人等、地方公共団体の機関（都道府県の機関を除く。）

又は地方独立行政法人が開示決定等をする場合において、犯罪の

予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及

ぼすおそれ

ハ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事

務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しく

は不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ

ニ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地

方公共団体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者とし

ての地位を不当に害するおそれ

ホ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当

に阻害するおそれ

ヘ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障

を及ぼすおそれ

ト 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行

政法人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害する

おそれ 

（本号柱書に相当） 

（なし） 

(3) 公にすることにより、人の生命、身体、財産又は社会的な地位の保

護、犯罪の予防、犯罪の捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障

を及ぼすおそれがあると認められる情報 

（第５号続き）

ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関する情報であって、

公にすることにより、正確な事実の把握を困難にし、又は違法若し

くは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にすると認め

られるもの 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関する情報であって、公にする

ことにより、市又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しく

は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不

当に害すると認められるもの 

ウ 調査研究に係る事務に関する情報であって、公にすることによ

り、その公正かつ能率的な遂行に著しい支障を及ぼすと認められる

もの 

エ 人事管理に係る事務に関する情報であって、公にすることによ

り、公正かつ円滑な人事の確保に著しい支障を及ぼすと認められる

もの 

（規定なし） 

オ アからエまでに掲げるもののほか、事務又は事業の性質上、公に

することにより、当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及

ぼすと認められるもの 

(6) 法令若しくは他の条例の定めるところにより又は実施機関が法律

上従う義務を負う国の機関の指示等により、公にすることができない

と認められる情報 

公開条例を保護法に合わせる。 

保護法に合わせて公開条例にも「租税の賦課若しくは徴収」（赤字

部分）の規定を追加する。 

公開条例を保護法に合わせる。 

公開条例を保護法に合わせる。 

公開条例を保護法に合わせる。 

保護法に合わせて公開条例にも同様の規定を新設する。 

公開条例を保護法に合わせる。 

なし（行政機関情報公開法にも法令秘情報の規定はなく、保護法第

78条第１項第７号柱書（その他の事務事業情報）で検討するため）
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保護法の不開示部分と公開条例の不開示部分の整合性の確保の考え方 

１ 基本的な考え方 

 (1) 原則、公開条例の規定をこれに対応する保護法の規定に合わせる。 

 (2) 公開条例においてこれに対応する保護法の規定よりも不開示情報の範囲を狭

くする規定がある場合は、公開条例ではこの規定を残し、保護法の施行条例によ

り不開示情報の範囲を狭める。 

 (3) 改正後の公開条例により不開示情報の範囲が広がることのないように運用す

る。 

２ 公開条例を保護法に合わせる場合の対応 

(1) 公務員等の職務遂行情報（一部の括弧内の記載は省略） 

保護法第７８条第２号ハ 公開条例第７条第１号ウ 

（不開示情報から除く旨の規定） 

ハ 当該個人が公務員等である場合に

おいて、当該情報がその職務の遂行

に係る情報であるときは、当該情報

のうち、当該公務員等の職及び当該

職務遂行の内容に係る部分

（不開示情報から除く旨の規定） 

ウ 公務員等の職務の遂行に係る情報（当該情

報が当該公務員等の思想信条に係るものであ

る場合で、公にすることにより、当該公務員

等の個人としての正当な権利を明らかに害す

ると認められるときは、当該公務員等の職、

氏名その他当該公務員等を識別することがで

きることとなる記述等の部分を除く。）

 【規定を合わせる際の対応】 

① 公開条例では括弧書きの例外の規定があるが（青字部分）、保護法にはないため、

保護法に合わせて公開条例から削除する。  

② 保護法では公務員等の職務の遂行に係る情報のうち職及び職務遂行の内容は

不開示情報から除くこと（開示する）とされているが、公開条例ではこれらの情

報に加えて公務員等の氏名も不開示情報から除かれて（開示して）いる（赤字部

分）。 

  この点について、市民との間で公務員等の氏名を開示することが定着している

ため、公開条例では引き続き公務員等の氏名を開示する旨の規定を残し、保護法

より開示情報を拡張する（なお、保護法の施行条例でも同様に公務員等の氏名を

開示する旨規定する。）。  
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(2) 審議検討情報（一部の括弧内の記載は省略） 

保護法第７８条第６号 公開条例第７条第４号 

(6) 国の機関、独立行政法人等、地方公

共団体及び地方独立行政法人の内部又

は相互間における審議、検討又は協議

に関する情報であって、開示すること

により、率直な意見の交換若しくは意

思決定の中立性が不当に損なわれるお

それ、不当に国民の間に混乱を生じさ

せるおそれ又は特定の者に不当に利益

を与え若しくは不利益を及ぼすおそれ

があるもの 

(4) 市並びに国、独立行政法人等、他の地方

公共団体及び地方独立行政法人の内部又は

相互間における審議、検討又は協議に関する

情報であって、次に掲げるもの。ただし、人

の生命、健康、生活又は財産を保護するため、

公にすることが必要であると認められる情

報を除く。

ア 不服申立ての審査、あっせん、調停その

他これらに類する紛争処理に関する情報

であって、公にすることにより、意思決定

の中立性が不当に損なわれると認められ

るもの 

イ 公にすることにより、特定の者に不当に

利益を与え、又は不当に不利益を及ぼすと

認められるもの 

  【規定を合わせる際の対応】 

  ① 保護法には「不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ」（赤字部分）の規定

があるが、公開条例には規定がない。この点について、保護法の規定に合わせ

て公開条例を改正する。 

  ② 公開条例では紛争処理に関する情報に限って「意思決定の中立性が不当に損

なわれると認められるもの」（緑字部分）を不開示としているが、保護法では不

開示情報を紛争処理に関する情報に限っていない。この点について、保護法の

規定に合わせて公開条例の不開示情報を紛争処理に関する情報に限定しない

こととする。 

  ⇒ 上記の①及び②により、一見すると現状よりも公開条例の不開示情報が増え

るように見える。しかし、「不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ」がある

情報あるいは紛争処理に関する情報以外の情報が公文書公開請求の対象とな

った場合には、従来より公開条例第７条第５号オなどにより不開示を検討して

いる。したがって、上記の改正を行ったとしても不開示情報の範囲は現状と変

わらない。 

  ③ 公開条例では、ただし書により「人の生命、健康、生活又は財産を保護する

ため、公にすることが必要であると認められる情報」（青字部分）は例外として

開示する旨の規定があるが、保護法にはこうしたただし書の規定がない。した

がって、公開条例の方が保護法よりも開示情報の範囲が広い。このため、今般
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の改正においても公開条例のただし書を残すことで、保護法よりも開示情報の

範囲を拡張することを維持し、保護法の施行条例でも同様に規定する。 

(3) 上記(1)及び(2)のほか公開条例の規定を保護法に合わせることで、公開条例の規    

定に文言が追加、又は規定自体が追加されるもの 

 ① 国の安全が害される等の情報 

保護法第７８条第７号イ 公開条例  

イ 独立行政法人等、地方公共団体の機関

又は地方独立行政法人が開示決定等を

する場合において、国の安全が害される

おそれ、他国若しくは国際機関との信頼

関係が損なわれるおそれ又は他国若し

くは国際機関との交渉上不利益を被る

おそれ 

なし

 【規定を合わせる際の対応】 

 保護法に合わせて公開条例にも同様の規定を新設する。 

② 監査等に関する情報 

保護法第７８条第７号ハ 公開条例第７条第５号ウ 

ハ 監査、検査、取締り、試験又は租税の

賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正

確な事実の把握を困難にするおそれ又

は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれ 

ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事

務に関する情報であって、公にすること

により、正確な事実の把握を困難にし、

又は違法若しくは不当な行為を容易に

し、若しくはその発見を困難にすると認

められるもの 

 【規定を合わせる際の対応】 

 保護法に合わせて公開条例にも「租税の賦課若しくは徴収」（赤字部分）の規定を 

追加する。 

 ③ 独立行政法人等の情報 

保護法第７８条第７号ト 公開条例 

ト 独立行政法人等、地方公共団体が経営

する企業又は地方独立行政法人に係る

事業に関し、その企業経営上の正当な利

益を害するおそれ 

 なし

【規定を合わせる際の対応】 

 保護法に合わせて公開条例にも同様の規定を新設する。 

 ⇒ 上記の①、②及び③により、一見すると現状よりも公開条例の不開示情報が増   

えるように見える。しかし、①、②及び③の情報が公文書公開請求の対象となっ    
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た場合には、従来より公開条例第７条第５号オなどにより不開示を検討している。   

したがって、上記の改正を行ったとしても、現状と比べて不開示情報の範囲は変  

わらない。 


